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　これ以降、 欧米諸国は人権、 民主化、 スー
チーの三つのキーワードに基づき、ミャンマー軍政に圧 かけていく となる軍政は、スーチーに出国を条件 からの解放を促すが、スーチーはそう 軍政の呼びかけを拒否した。スー の民主化運動に対する毅然とした姿勢は、欧米諸国を中心に賞賛され、一九九一年 ノ ベル平和賞が授与された。
　その後、スーチーの自宅軟禁は六年間続
き、一九九五年七月、ようやく解放が実現した。ところが、皮肉なことに、その後の展開は軍政とスーチー、あるいは彼女が率いる国民民主連盟（ＮＬＤ）との溝が深いことを、改めて内外に示すことに った。軍政が一九九〇年総選挙の結果を無視して進めていた制憲 民議会を、ＮＬＤが一九九五年末にボイコットした である。一九九六年には軍政と 主化勢力の衝突は激しさを増し、ＮＬＤ議員・党員の大量拘束、いわゆる「新治安維持法」や情報規制を強化する「テレビ・ビデオ法」の制定、そして一〇月と一二月には二度にわたる学生デモが発生、軍政がＮＬＤ幹部および学生を拘束 、大学を閉鎖するという事態に至った。
　こうした動きに対し、ＥＵは一九九七年












れて以来、両国の貿易は急拡大し、現在ではミャンマーの全輸入の三分の一は中国からとなっ いる。中国から 物資供給はミャンマー経済にとって死活的重要性を有している。さらに、中国は水力発電 ・ 道路 ・港湾などのインフラ整備、国有企業への経済協力、武器の供与などの面 も積極的にミャンマーを支援している。
　なぜ中国はミャンマー軍政を支援するの





をインドで過ごしたこともあってか、一九九〇年代初めまでは彼女への同情が強く、反軍政・民主化勢力支持の姿勢を明確にしていた。ところが、一九九二年に中国がミャンマー領のアンダマン海ココ島に諜報施設を建設し との情報（後に存在しないこと 判明）が流れると、中国の南下を嫌うインドの姿勢に変化が現れ始めた。一九九五年には、イ ド国 要人がミャンマーを訪問、国境貿易協定も締結された。
　インドは一九九七年に印緬友好道路の改









力弾圧を欧米諸国が批判するなか、軍政の対外開放政策を歓迎した が、ＡＳＥＡＮ諸国、なかでもミャンマーと陸と海で近接するタイ、 マレーシア、 シンガポールであった。当時、これら三カ国 一九八〇年代後半からの経済の急成長のなかで、賃金上昇傾向にあった。そのため、次第に競争力を失いつつあった自国の労働集約産業の移転先として、ベトナムやミャンマーに着目していた。
　また、ＡＳＥＡＮ諸国のなかでも、イン
ドネシア、 マレーシア シンガポールは、 「開発独裁」と呼ばれる強権体制を敷きながら、
経済開発を推進していた。欧米諸国は、しばしばこうした強権体制に対して民主化を促してきたが、これら三カ国は個人よりも社会を重視する「アジア的民主主義」を主張し、 欧米の圧力に反発した。 こうした国々にとって、ミャンマー 対する人権や民主化の面での欧米諸国の批判が、自国に飛び火するのを防ぐ意味でも、ミャンマー擁護は必要だったのである。
　加えて、冷戦が終結するなかで、タイを




トとして一九九四年のＡＳＥＡＮ外相会議に招いたのがタイであった。これに対応するかのようにミャ は一九九五年にスーチーの自宅軟禁を解除、このことはＳＥＡＮ諸国から「建設的関与」 成果として評価され、同年ミャンマーは外相会議のオブザーバーの資格を得 。 しかし、 ミャンマーのＡＳＥＡＮ加盟については、一部
の国で依然として慎重論があった。ミャンマーの加盟に道筋を付けたのが、一九九六年一一月の非公式首脳会議の議長であったスハルト大統領である。 実はこの年、 東ティモールの分離独立のためロビー活動を行っていたラモス・ホルタなどのノーベル平和賞受賞が決まっており、スハルト大統領は文字通り、ミャンマー問題が自国へ飛び火するのを防ぐ必要があった である。   一九九七年七月のミャンマーのＡＳＥＡ














モとそ 武力弾圧 受けて、国連安保理は一〇月一一日に初めて対ミャンマー決議を発出した。しかし、ここでも中ロ 影響により文言が弱められ、議長声明という形態に格下げされ
　ミャンマー軍政は、加盟国に拘束力をも
ち、究極的には武力行使にもつながりかねない、国連安保理の決議を深刻に受け止めていると言われる。しか 、国連安保理はいわば、これまで紹介してき 分裂した国際社会の縮図でもあり、そこで統一的な対ミャンマー政策が打ち出される可能性は低い。他方、国連事務総長やその特使は公平な仲介者として、一定の役割を果たたものの、対話を促進す 決定的な影響力をもっていないのが、現実である。●おわりに
　二〇〇八年五月に大型サイクロンがミャ
ンマーを襲い、一三万を超える死者・行方不明者が出た。 にもかかわらず、 ミャンマー軍政は「援助は受け入れるが、援助要員は必要ない」との姿勢をしばらく崩さなかった。その後、三週間も経過した後で 潘基文国連事務総長とタン・シュエ議長の会談が実現、ようやく援助要員 との同意が得られた。最終的には、ＡＳＥＡＮと国連が共催でミャンマー支援会議を開催し、国際機関・外国政府が提供する援助の受け入れを仲立ちする窓口機関を設置することが合意された。しかしながら、そ後も米国やフランスの艦船の入港が拒否されるなど、国際支援をめぐるいざこざは続いた。
　こうした軍政の対応は、改めて、いかに
軍政と欧米諸国との溝が深いか、そして国人が国内に入り込み 政治的攪乱要因となることに、軍政が強い警戒感を抱いているかを示す出来事であった。今後、このような両者の深い溝を、比較的中立的な立場をとってきたＡＳＥＡＮや日本が埋めていくことができる か、その役割 注目される。
（いしだ 　まさみ／アジア経済研究所開発研究センター、くどう 　としひろ／同地域研究センター）
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ミャンマー軍政の20年─何が変わり、何が変わらなかったのか
